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震災復興室だより （第3８号）

原子力被災１２市町村※1の令和４年産水稲作付見込面積（令和4年3月15日現在）について、各市町村
担当者等への聞き取りにより取りまとめました。
※1 田村市は都路町、南相馬市は小高区、川俣町は山木屋地区のみで集計。

（ha）H23.9.30緊急時避難準備区域解除

（ha）H26.4.1避難指示全解除

1.市町村別水稲作付実績の推移・Ｒ４年産作付見込面積

H26.10.1避難指示解除準備区域解除
H28.6.14避難指示全解除

（ha）

約207ha（対前年：約５㏊増）
作付予定者数：65戸、６組織

約180ha（対前年：約６㏊増）
作付予定者数：86戸、１組織

約220ha（対前年：前年並み）
作付予定者数：128戸、３組織

ほ場整備完了予定
（広野町上北迫地内）

川内村米備蓄倉庫
（平成29年度稼働）

田村市地見城ライスセンター
（令和３年度稼働）

※２ 聞き取り時点の更新により震災復興室だより第37号掲載の水稲作付面積計約200ha⇒約202haに変更。

※２
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震災復興室だより （第3８号）

約308ha（対前年：約７㏊増）

上段：南相馬市
下段：小高区

H23.9.30緊急時避難準備区域解除

H28.7.12避難指示解除（帰還困難区域を除く）

（ha）

H28.6.12避難指示解除（帰還困難区域を除く） （ha）

H27.9.5避難指示全解除
（ha）

H29.3.31避難指示全解除 （ha）

葛尾ライスセンター
（令和３年度稼働）

作付予定者数：52戸、９組織

約57ha（対前年：約8.5㏊増）
作付予定者数：38戸、１組織

約70ha（対前年：約15㏊増）
作付予定者数：10戸、２組織

約250ha（対前年：約20㏊増）
作付予定者数：26戸、10組織

楢葉町カントリーエレベーター
自動ラック式米農業用低温倉庫

（令和元年度稼働）

川俣町山木屋ライスセンター
（令和４年度稼働予定）

小高カントリーエレベーター
（令和３年度稼働）

※３

※３ 聞き取り時点の更新により震災復興室だより第37号掲載の水稲作付面積計（小高区）約231ha⇒約229ha、
内訳：〈主食用米〉97ha⇒約81ha 、〈飼料用米〉約132ha⇒約146haに変更。
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飯舘村ライスセンター・自動ラック式低温倉庫
（令和３年度稼働）

H29.3.31避難指示解除（帰還困難区域を除く）

H29.4.1避難指示解除（帰還困難区域を除く）
R2.3.10避難指示解除（帰還困難区域の一部）

（ha）

H29.3.31避難指示解除（帰還困難区域を除く） （ha）

富岡町カントリーエレベーター
（令和４年度稼働予定）

浪江町苅宿丸ビン式カントリーエレベーター
（令和３年度稼働）

約205ha（対前年：約29㏊増）
作付予定者数：40戸、４組織

約240ha（対前年：約72㏊増）
作付予定者数：23戸、９組織

約98ha（対前年：約44㏊増）
作付予定者数：11戸、４組織

（ha）

R2.3.5避難指示解除（帰還困難区域の一部）
H31.4.10避難指示解除（帰還困難区域を除く） （ha）

作付予定者数：１戸、２組織
約9.1ha（対前年：約8.5㏊増）

令和３年産水稲試験栽培ほ場
（大熊町熊地内）
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震災復興室だより （第3８号）

２.被災12市町村のＲ２年産・Ｒ３年産における水稲の用途別作付状況
（震災復興室だより第35号・第37号掲載水稲作付面積数値による比較）

（ha）

被災12市町村内におけるＲ３年産水稲作付面積は、全体で1,628.2ha（対前年：約313.6ha増）。
R３年産水稲用途別作付面積においては、主食用米713.8ha（対前年：約94.4ha減）。
一方、飼料用米750.0ha（対前年：382.1ha増）と飼料用米の作付けが大幅に増加しています。

３.第６回原子力被災12市町村営農再開検討会を開催しました （令和4年3月3日）

農林水産省では、原子力被災12市町村内の営農再開を加速する
ため、令和２年４月から各市町村に対し、１名ずつ職員を派遣（
田村市、南相馬市は出向）するとともに、双葉町、飯舘村には農
業土木職員各１名が出向し、計14名による市町村の業務ニーズを
踏まえた人的支援を行っています。本検討会は、派遣職員等の横
連携、農政局内各部・課等との情報共有を図る目的で開催してお
り、今回はWeb形式で行いました。
検討会では、派遣職員等から営農再開・農地基盤整備等の進捗

状況、農地利用集積、担い手確保・新規参入等の現況・課題等に
ついて報告を受けるとともに、業務負担の軽減、効果的な業務遂
行につなげるための業務手法について、自らの経験に基づく提案・
助言等もありました。
農林水産省では、引き続き、各市町村への職員の派遣等を通じて、営農再開の加速化に向けた取組を支援していきます。

震災復興室（富岡庁舎）の住所表示が富岡町土地区画整理事業における換地処分により、令和４年３月19日
から以下のとおり変更になりました。

変更前 〒979-1111 福島県双葉郡富岡町大字小浜字中央383
変更後 〒979-1112 福島県双葉郡富岡町中央３丁目６番地

Ｗeb開催（東北農政局会場）

「新市場開拓米」とは、新規需要米の用途の米穀のうち、飼料用、米粉用（米以外の穀物代替となるパン・麺等の用途）を除く、内外の米の新市場の開拓
を図ると判断される用途に供される米穀。輸出用日本酒の原料に供されるものに限り、醸造用玄米を含む。

R2.3.4避難指示解除
（避難指示解除準備区域及び帰還困難区域の一部）

（ha）

令和３年産水稲試験栽培ほ場
（双葉町羽鳥地内）

実証・試験栽培等の予定なし

1,314.6

808.2 

367.9 90.9 0.0 47.0 0.6 
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